登録適合性判定員講習事務に関する規程（ひな形）

令和○年○月○日制定
第１編　総則

第１章　基本事項

（目的）
第1条 この登録適合性判定員講習（以下「講習」という。）事務に関する規程（以下「規程」という。）は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（平成28年国土交通省令第５号。以下「規則」という。）第43条の規定に基づき、【機関名】（以下「【機関略称】」という。）が適合性判定員に必要な建築に関する専門的知識及び技術を習得させるための国土交通大臣の登録を受けた講習の事務（以下「講習事務」という。）について、円滑に運営するため必要な事項を定める。なお、講習は規則第41条第２号の規定に基づき講義及び修了考査で構成する。

（基本方針）
第2条 講習事務は、規則及びこれに係る告示によるほか、この規程により、厳正、かつ、公正に実施するものとする。
２	【機関略称】の役員及び職員、この規程により選任された講習運営委員、講師及び講習事務の実施に係る者（以下「【機関略称】役員等」という。）は、講習事務の実施に関し知り得た秘密を漏らしてはならない。

（講習事務を行う事務所の所在地及び講習の実施場所）
第3条 講習事務を行う事務所は、【事務所住所】に置く。
２	講義又は修了考査を対面方式で実施する場合の実施場所は、【東京】他とする。

（講習事務を行う時間及び休日）
第4条 講習事務を行う時間は、休日を除き、原則として【午前○時○分から午後○時○分】までとする。
２	前項の休日は、次の(1)から(4)までのとおりとする。
(1) 【日曜日及び土曜日】
(2) 【国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日】
(3) 【12月29日から翌年の１月３日までの日】
(4) 【その他【機関の長】が休日として定めた日】

（講習事務を担当する者）
第5条 講習事務は、【機関略称】役員等が実施する。


第２章　講習運営委員会

（講習運営委員会）
第6条 【機関の長】は、講習事務実施に係る基本的事項について、審査を行わせるために、講習運営委員会を置く。
２	講習運営委員会の組織、事務は次の(1)から(3)までによるものとする。
(1) 講習運営委員会は、【○○名以内】をもって組織する。
(2) 講習運営委員会は、修了考査の合格基準の決定の他、講習事務実施に関する基本的事項について審査するものとする。
(3) 講習運営委員会には、教材編集部会及び修了考査問題作成部会その他必要な部会を置くことができる。
３	【機関の長】は、講習運営委員会において審査された結果を尊重するものとする。

（講習運営委員）
第7条 前条の講習運営委員は、建築及び行政に関し学識経験のある者のうちから【機関の長】が選任する。
２	講習運営委員は、その職務の執行に当たって、厳正、かつ、公正を旨とし、不正な行為のないようにしなければならない。
３	【機関の長】は、講習運営委員が次の(1)又は(2)に該当する場合は、当該委員を解任するものとする。
(1) 職務上の義務違反その他講習運営委員としてふさわしくない行為があったとき。
(2) 心身の故障のため、職務の執行に堪えられないと認められるとき。


第２編　講習

第１章　講習の対象

（受講資格者）
第8条 受講資格者は、次の表の左欄に掲げる建築物エネルギー消費性能適合性判定を行う建築物の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる者のいずれかに該当する者とする。

	建築物エネルギー消費性能適合性判定を行う建築物
	受講資格者

	建築士法（昭和25年法律第202号）第３条第１項各号に掲げる建築物
	一　建築基準法（昭和25年法律第201号）第５条第３項の一級建築基準適合判定資格者検定に合格した者で、同法第77条の58第１項に規定する業務に関して２年以上の実務の経験を有するもの
二　建築士法第２条第２項に規定する一級建築士
三　建築士法第２条第５項に規定する建築設備士
四　前３号と同等以上の知識及び経験を有する者として、【機関の長】が定めた者

	建築士法第３条の２第１項各号に掲げる建築物（前項の左欄に掲げる建築物を除く。）
	一　前項の右欄に掲げる者
二　建築基準法第５条第４項の二級建築基準適合判定資格者検定に合格した者で、同法第77条の58第１項に規定する業務に関して２年以上の実務の経験を有するもの
三　建築士法第２条第３項に規定する二級建築士
四　前３号と同等以上の知識及び経験を有する者として、【機関の長】が定めた者

	前２項の左欄に掲げる建築物以外の建築物
	一　前２項の右欄に掲げる者
二　建築士法第２条第４項に規定する木造建築士
三　前２号と同等以上の知識及び経験を有する者として、【機関の長】が定めた者




第２章　講習の課程

（講習の課程）
第9条 講習の課程は次の(1)及び(2)のとおりとする。
(1) 講義（科目及び時間）
	科　　目
	時　　間

	建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成27年法律第53号。次条において「法」という。）の概要
	60分

	建築物エネルギー消費性能適合性判定の方法
	150分

	例題演習
	60分


(2) 修了考査	70分

（講義の教材）
第10条 講義に用いる教材の内容は次の表の左欄に掲げる科目に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる内容を含むものとする。
	科　　目
	内　　容

	法の概要
	法の概要の解説

	建築物エネルギー消費性能適合性判定の方法
	建築物エネルギー消費性能適合性判定の手続及び建築物エネルギー消費性能基準の解説

	例題演習
	建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成28年経済産業省・国土交通省令第１号。以下「基準省令」という。）第１条第１項第１号イの非住宅部分の設計一次エネルギー消費量及び基準一次エネルギー消費量、同号ロの一次エネルギー消費量モデル建築物の設計一次エネルギー消費量及び基準一次エネルギー消費量、同項第２号イ(1)の外皮平均熱貫流率及び冷房期の平均日射熱取得率並びに同号ロ(1)の住宅部分の設計一次エネルギー消費量及び基準一次エネルギー消費量の算出方法並びに同号イ(2)の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する国土交通大臣が定める基準に適合する外壁、窓等の断熱構造及び同号ロ(2)の一次エネルギー消費量に関する国土交通大臣が定める基準に適合する空気調和設備等に関する事項その他の建築物エネルギー消費性能適合性判定を行う者として必要な知識及び技術の習得のための演習に関する事項




第３章　講習の方法

（講習の開催）
第11条 講習は次の(1)から(3)までに基づいて開催する。
(1) 開催回数	【原則として毎年度１回以上】
(2) 開催日数	【各回１日以上】
(3) 開催方式	【オンライン又は対面】


第４章　当該年度の講習実施計画等

（当該年度の講習実施計画）
第12条 【機関の長】は、年度当初に講習運営委員会の意見を聴いて、講習の開催回数、講習の日時、講習の実施方式（講義又は修了考査が対面方式で実施される場合はその実施場所を含む。）、受講申込書の受付方法及び受付期間その他講習の実施に関する事項を定めた当該年度の講習実施計画を作成するものとする。
２	【機関の長】は、前項の当該年度の講習実施計画を作成したときは、国土交通大臣に報告するものとする。これを変更したときも同様とする。

（講習の公示）
第13条 【機関の長】は、前条の講習実施計画のうち必要な事項について、広く周知するため、ホームページ掲載等適切な方法で公表するとともに、講習案内書（その作成に代えて電磁的記録の作成がされている場合における当該電磁的記録を含む。）を作成し、講習を受けようとする者に提供するものとする。


第５章　受講申込書の受付等

（受講の申込み）
第14条 講習を受けようとする者は、氏名、住所、生年月日その他必要な事項を記入し、写真を貼付した受講申込書に、第３項に定める必要な書類を添えて提出しなければならない。
２　当該年度に複数回の講習を開催する場合にあっては、受講申込書には、希望講習日、希望講習地（講義又は修了考査が対面方式で実施される場合に限る。）を記載させるものとする。
３　申込みに必要な書類は、次の(1)から(3)までに掲げるものとする。
(1) 第８条に規定する受講資格者であることを証する次の①から⑦までに掲げるもの 
1 第８条の表の建築士法（昭和25年法律第202号）第３条第１項各号に掲げる建築物の項の右欄第１号の資格で受講する場合は、一級建築基準適合判定資格者登録証の写し
2 第８条の表の建築士法第３条の２第１項各号に掲げる建築物（前項の左欄に掲げる建築物を除く。）の項の右欄第２号の資格で受講する場合は、二級建築基準適合判定資格者登録証の写し
3 第８条の建築士法（昭和25年法律第202号）第３条第１項各号に掲げる建築物の項の右欄第２号の資格で受講する場合は、一級建築士免許証又は一級建築士登録証明書の写し
4 第８条の表の建築士法第３条の２第１項各号に掲げる建築物（前項の左欄に掲げる建築物を除く。）の項の右欄第３号の資格で受講する場合は、二級建築士免許証又は二級建築士登録証明書の写し
5 第８条の表の前２項の左欄に掲げる建築物以外の建築物の項の右欄第２号の資格で受講する場合は、木造建築士免許証又は木造建築士登録証明書の写し
6 第８条の表の建築士法（昭和25年法律第202号）第３条第１項各号に掲げる建築物の項の右欄第３号の資格で受講する場合は、建築設備士試験合格書、建築設備士講習受講証書、建築設備士登録証又は建築設備士登録証明書の写し
7 第８条の表の建築士法（昭和25年法律第202号）第３条第１項各号に掲げる建築物の項の右欄第４号、建築士法第３条の２第１項各号に掲げる建築物（前項の左欄に掲げる建築物を除く。）の項の右欄第４号及び前２項の左欄に掲げる建築物以外の建築物の項の右欄第３号の資格で受講する場合は、当該各号に基づき【機関の長】が定めた者であることを証する書類として、【機関の長】が定めた書類
(2) 氏名など、上記①から⑦までの証明書類に記載された事項に変更があった場合は、戸籍謄本・戸籍抄本等、その記載事項の変更が確認できる書類又はその写し
(3) その他受講資格審査等に必要な書類
[bookmark: _Hlk160216736]４　前３項の規定による受講の申込みは、電子情報処理組織（【機関略称】の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と申請者の使用に係る入出力装置とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。第37条を除き、以下同じ。）の使用により行うことができる。


（受講申込書の審査、受理）
第15条 受講申込書（前条第４項の規定により受け付けた電磁的記録を含む。以下同じ。）を受け付けたときは、これを審査し、次の(1)から(4)までに掲げる基準に適合するものを受理する。
(1) 必要な事項が記載又は入力され、かつ、写真が付されていること。
(2) 前条第３項に掲げる申込みに必要な書類（前条第４項の規定により受け付けた電磁的記録を含む。本条において同じ。）が添付されていること。
(3) 第８条の表の右欄に掲げる者のいずれかに該当する者であること。
(4) 別表１の受講料が払い込まれていること。
２	受講申込書及び申込みに必要な書類に不備を認めたときは補正させることとする。
３　受講申込書及び申込みに必要な書類に不備を認めたときであって、補正の余地のないときは、受理できない理由を説明して、納付された受講料全額を受講申込者に返還するものとする。

（受講申込書の処理）
第16条 【機関の長】は、受講申込書を受理したときは、速やかに次の処理を行うものとする。
(1) 講習日、講習会場（講義又は修了考査が対面方式で実施される場合に限る。以下同じ。）及び受講番号を確定する。
(2) 講義又は修了考査が対面方式で実施される場合にあっては、受講票（その作成に代えて電磁的記録の作成がされている場合における当該電磁的記録を含む。以下同じ。）を交付する。
２　前項(1)の講習日及び講習会場は、原則として、第14条第２項による希望講習日及び希望講習地に基づくものとする。ただし、一の講習日及び講習会場に受講を希望する者が過度に集中した場合又は極端に少ない場合は、【機関の長】は講習日及び講習会場の変更等の処理をすることができる。

（講習日・会場の変更）
第17条 講習日又は講習会場の変更は、原則として、転勤、病気等のやむを得ない事情があり、それを証明できる場合（住民票、辞令の写し、診断書等を添付するものとする。）に限り認める。ただし、定員に余裕があり、かつ、申し込み締め切り日（変更に係る会場のうちいずれか早い方の締め切り日）までに申請した場合に限る。


第６章　教材編集部会

（教材編集部会）
第18条 【機関の長】は、教材を編集するため、講習運営委員会に教材編集部会を設置することができるものとする。
２	教材編集部会は、【○名以内】をもって組織する。

（教材編集部会委員）
第19条 教材編集部会委員は、建築に関し学識経験のある者のうちから【機関の長】が選任する。
２	教材編集部会委員は、教材の編集の実施に当たっては、厳正、かつ、公正を旨とし、不正な行為のないようにしなければならない。
３　【機関の長】は、教材編集部会委員が次のいずれかに該当する場合は、当該委員を解任するものとする。
(1) 職務上の義務違反その他教材編集部会委員としてふさわしくない行為があったとき。
(2) 心身の故障のため、職務の執行に堪えられないと認められるとき。


第７章　修了考査部会及び修了考査問題

（修了考査部会）
第20条 【機関の長】は、修了考査問題を作成及び採点を行わせるため、講習運営委員会に修了考査部会を設置する。
２	修了考査部会は、【○名以内】をもって組織する。

（修了考査部会委員）
第21条 修了考査部会委員は、建築に関し学識経験のある者のうちから【機関の長】が選任する。
２	修了考査部会委員は、修了考査問題の作成及び採点の実施に当たっては、厳正、かつ、公正を旨とし、不正な行為のないようにしなければならない。
３	【機関の長】は、修了考査部会委員が次のいずれかに該当する場合は、当該委員を解任するものとする。
(1) 職務上の義務違反その他修了考査部会委員としてふさわしくない行為があったとき。
(2) 心身の故障のため、職務の執行に堪えられないと認められるとき。

（修了考査問題等の取扱い）
第22条 修了考査問題等の印刷、運搬又は送信、保存等は、確実に秘密を保持できる方法により行う。


第８章　講習の実施等

（講師）
第23条 【機関の長】は、講習の講義を行わせるため、規則第43条第１項第２号に基づき、次のいずれかに該当する者のうちから講師を選任するものとする。
(1) 適合性判定員（第８条の表の建築士法（昭和25年法律第202号）第３条第１項各号に掲げる建築物の項の右欄に掲げる者のいずれかに該当するもの（講習を修了していないものを除く。）又は同条第２号に掲げる者に限る。）として３年以上の実務経験を有する者
(2) (1)に掲げる者と同等以上の知識及び経験を有する者として、【機関の長】が定める者
２	講師は、その職務の執行に当たって、厳正、かつ、公正を旨としなければならない。

（講習運営責任者及び講習運営員の配置）
第24条 【機関の長】は、講習事務の実施に当たって、講習事務を厳正、かつ、円滑に行うため、講習運営責任者及び講習運営員を選任し、各講習会場に配置する。
２	講習運営責任者は、講習の最高責任者として一切を指揮し、責任をもって講習事務の実施を監理する。
３	講習運営員は、講習運営責任者の指揮の下に講習事務の実施を行う。

（出席状況の管理等）
第25条 講習の出席状況の管理は、講習がオンライン方式で実施される場合はアクセス履歴等、対面方式で実施される場合は受講票により厳正な方法で行うものとする。
２	第９条(1)に掲げる科目のうち、30分以上受講しなかったものが一科目でもある場合は、修了考査を受けることができない。
３	講習が対面方式で実施される場合においては、当該講習に係る受講票を提示しない者は、講習を受講することができない。ただし、講習運営責任者から受講票の再発行を受けた場合においては、この限りではない。

（不正受講者等の処分）
第26条 講習運営責任者は、講習の秩序を乱す行為をした者及び他の受講者に迷惑を及ぼす行為をした者に対しては、退場させることができる。
２	講習運営責任者は、修了考査において不正な行為のあった者に対しては、修了考査を中止させ、解答はすべて無効とすることを宣言し､退場させることができる。


（不正な受講を防止するための措置）
第27条 講習運営責任者及び講習運営員は、不正な受講を防止するため、講義出席者と修了考査を受ける者が同一人物であるかなど、修了考査の際に不正が行われないように厳に監督を行う。


第９章　修了者の決定等

（合否判定の方法及び合格基準の公表）
第28条 【機関の長】は、修了考査の結果等を鑑み、講習運営委員会の意見を聴き、講習内容を理解したと判断できる適正な合格基準を定めるものとする。
２　講習の合否については、講習の全科目を受講し、前項の合格基準以上を正解した場合を合格とし、前項の合格基準未満の正解の場合は不合格とする。
３　合格基準は、ホームページに掲載し、公表する。

（修了考査問題の採点及び公表）
第29条 修了考査問題の採点は、厳正な方法により行うものとする。
２	修了考査の採点結果は公表しない。
３　修了考査問題は、ホームページに掲載し、公表する。

（合格の通知及び修了証明書の交付）
第30条 【機関の長】は、講習の課程を修了したと講習運営委員会により認められた者に対して、修了証明書を交付する。
２　前項の規定による交付は、当該交付の相手方の承諾を得て、電子情報処理組織の使用により行うことができる。


（修了証明書の再交付）
第31条 修了証明書を汚損した者又は修了証明書（前条第２項の規定により交付された電磁的記録を含む。）を失った者は、再交付申請書にその事由を記載し、汚損した場合にはその修了証明書を添え、別表１による再交付手数料とともに、修了証明書の再交付の申請をすることができる。
２　前項の規定による再交付申請書の提出は、電子情報処理組織の使用により行うことができる。
３　第１項の規定による申請があった場合、【機関の長】は、これを審査し、修了証明書を再交付する。
４　前項の規定による再交付は、当該再交付の相手方の承諾を得て、電子情報処理組織の使用により行うことができる。
５　再交付申請をした者が、再交付申請をした後、失った修了証明書を発見した場合には、すみやかにこれを返納することとする。



（修了考査の不合格通知）
第32条 【機関の長】は講習の修了考査の結果、不合格となった者に対して、その旨を通知する。

（受講者の不正行為に対する措置）
第33条 【機関の長】は、不正な手段により講習を受け又は受けようとした者に対して、その修了の決定を取り消し、又はその講習を受けることを禁止することができる。
２　【機関の長】は、前項の規定に基づき講習の修了を取り消す措置を行った者に対して、修了証明書（第30条第２項又は前条第４項の規定により交付された電磁的記録を含む。第39条において同じ。）の返納を命ずることができる。
３　【機関の長】は、第１項の規定に基づき、講習の修了の決定を取り消す措置を行ったときは、遅滞なく、当該措置を行った者の氏名その他必要な事項を国土交通大臣に報告する。
４　【機関の長】は、第１項又は第26条各号の規定に基づき処分した者に対して、３年以内の期間を定めて講習を受けることを禁止することができる。


第１０章　受講料

（受講料）
第34条 受講料の金額は、講習運営委員会の意見を聴き、実費を勘案して【機関の長】が定める。
２	前項の受講料の金額は、別表１によるものとする。

（受講料の収納）
第35条 講習を受けようとする者は、受講料を【機関略称】の指定する方法により期日までに支払わなければならない。
２	前項の支払いに要する費用は、原則受講申込者の負担とする。

（受講料の返還）
第36条 収納した受講料は、次に掲げる場合を除き、原則として返還しない。
(1) 第15条第３項に規定する場合は、納付された受講料全額を返還するものとする。
(2) 【機関略称】の責に帰すべき事由により講習を受けることができなかった場合は、全額を返還するものとする。


第１１章　講習実施結果の報告

（講習実施結果の報告）
第37条 【機関の長】は、講習を実施したときは、遅滞なく、次の(1)から(5)までに掲げる事項を記載した報告書に修了者一覧表を添えて、国土交通大臣に提出するものとする。
第38条 
(1) 講習実施年月日
(2) 講習の実施場所（講習をオンライン方式で実施した場合はその旨）
(3) 受講者数
(4) 修了者数
(5) 修了年月日
２　前項の規定による提出は、電子情報処理組織（国土交通大臣の使用に係る電子計算機と【機関略称】の使用に係る入出力装置とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）の使用により行うことができる。


第３編　雑則

（天災等の際の措置）
第39条 天災その他の事由が発生したときの講習事務の実施については、次の各号によるものとする。
(1) 講習の実施に当たり、天災その他の事由の発生により受講者に多数の遅刻者が出た場合、講習運営責任者の判断により、１時間以内の範囲で時間割を繰り下げることができる。また、１時間を超えて繰り下げる必要がある場合及び講習の実施が困難な場合は、【機関の長】の指示を受けるものとする。
(2) 前号により時間割を繰り下げてもなお、多数の受講予定者が受講できなかった場合及び講習が中止された場合については、【機関の長】の指示を受け、国土交通大臣に報告するものとする。

（帳簿等の管理）
第40条 【機関略称】は、次の(1)から(5)までに掲げる事項を記載した帳簿を備えるものとする。
(1) 講習の実施年月日
(2) 講習の実施場所（講習をオンライン方式で実施した場合はその旨）
(3) 講義を行った講師の氏名並びに講義において担当した科目及びその時間
(4) 受講者の氏名、生年月日及び住所
(5) 講習を修了した者にあっては、(1)から(4)に掲げる事項のほか、修了証明書の交付の年月日及び修了証明書番号
２	前項に掲げる事項が、電子計算機に備えられたファイルに記録され、必要に応じ【機関略称】において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示されるときは、当該記録をもって同項に規定する帳簿への記載に代えることができる。
３	【機関略称】は、第１項に規定する帳簿（前項の規定による記録が行われた同項のファイルを含む。）を、講習事務の全部を廃止するまで保存するものとする。
４	【機関略称】は、次の(1)から(3)までに掲げる書類を備え、講習を実施した日から３年間保存するものとする。
(1) 講習の受講申込書及び添付書類
(2) 講義に用いた教材
(3) 終了した修了考査問題及び答案用紙
(4) 修了証明書の写し
５　前項の書類が、電子計算機に備えられたファイルに記録され、必要に応じ【機関略称】において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示されるときは、当該記録をもって同項の書類に代えることができる。

（財務諸表等の備付け及び閲覧等）
第41条 【機関略称】は、毎事業年度経過後３月以内に、その事業年度の財産目録、貸借対照表、収支計算書及び事業報告書（その作成に代えて電磁的記録の作成がされている場合における当該電磁的記録を含む。次項において「財務諸表等」という。）を作成し、５年間事務所に備えて置くものとする。
２	講習を受講しようとする者その他の利害関係人は、【機関略称】の業務時間内は、いつでも、前項の財務諸表等の閲覧又は謄写等を請求することができる。ただし、別表１による費用を支払わなければならない。

（規程の変更）
第42条 【機関の長】は、この規程を変更する場合にあっては、講習運営委員会の意見を聴くものとし、変更したときは国土交通大臣に届け出るものとする。

（その他）
その他、講習事務に必要な事項は、【機関の長】が別に定めることができる。

附則
１．この規程は、令和○年○月○日から施行する。

別表１
	講習受講料等
	金額

	講習受講料
	【○○円】
（消費税込み）

	修了証明書再交付手数料
	【○○円】
（消費税込み）

	財務諸表等の謄写の事務手数料
	謄写による提供（注）
	コピー代実費相当
（消費税込み）

	
	
	


（注）送付の場合は、別途送料が必要。
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